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◆十番（今井光子） ただいま神田加津代議員から提案されました意見書第一号、地方税

財源充実のための改革実現に関する意見書案に賛成します。 

 

 ◆十五番（神田加津代） （登壇）意見書第一号、地方税財源充実のための改革

実現に関する意見書（案）につきましては、意見書案文の朗読をもって提案にかえさせて

いただきます。 

意見書第一号 

     地方税財源充実のための改革実現に関する意見書（案） 

 「国から地方へ」の考え方にたち、地方分権の推進と地方自治の確立を図るため、政府

はいわゆる三位一体改革を新年度より一歩踏み出したが、初年度としては極めて問題があ

ると言わざるを得ない状況にある。 

 すなわち、政府は国庫補助負担金一兆円を削減する一方で、本格的な税源移譲を先送り

し、暫定措置としての所得譲与税および税源移譲予定特例交付金を新たに設けたものの、

その総額は、国庫補助負担金の削減額には遠く及ばず、しかも、地方交付税総額を大幅に

削減したために、地方自治体は従来とは全く異なる厳しい財政状況に追い込まれている。

地方の自由度を拡大するという理念のもと、その基盤となる安定的な地方税財源を確保す

る改革とはなっていないので、県ならびに各市町村は新年度予算編成の財源不足に対して、

行政経費の削減では対応し切れず、基金の取り崩しなどにより綱わたりの財政運営を強い

られている。 

 このため、総務省は二月初めに地域再生事業債の枠拡大や財政健全化債の弾力的運用を

発表し、取り急ぎ対応策としたが抜本的な対応策とは言い難い。 

 よって、国におかれては、今後、真の地方分権につながる改革を着実に進めることが重

要であり、次の事項について実現するよう強く要望する。 

一 地方交付税の総額の確保を前提として、地方交付税の調整機能の充実を図ること。 

一 基幹税の充実を基本とした税源移譲の早期実現を図ること。 

一 必要な財源措置を伴った国庫補助負担金の廃止・縮減を地方の意見を的確に踏まえた

上で、着実に進めること。 

  以上、地方自治法第九十九条の規定により意見書を提出する。 

       平成十六年三月二十四日 

                              奈良県議会 

 何とぞ議員各位のご賛同を賜りますようよろしくお願いいたします。 

 

○議長（米田忠則） ただいまの動議は、正規の賛成があって成立しました。 

 よって、直ちに議題とします。 



 お諮りします。 

 意見書第一号については、十五番神田加津代議員の動議のとおり決することにご異議あ

りませんか。 

         （「異議なし」の声起こる） 

 ご異議がないものと認め、さように決し、会議規則第四十一条の二の規定により措置す

ることにします。 


